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一般質問と答弁 要旨一般質問と答弁 要旨
目黒の財政再建は可能か！
商店街活性化で地域を明るく

犯罪から区民を守れ
スポーツライフの根底・学校部活動

大胆な発想の転換で支出を見直し
財政危機を乗り越えよ

高齢化社会における現状の
把握をせよ。

ひろば事業を拡大し　親子が
共にのびのび育つ場をつくれ

「区民と行政の連携」
「児童虐待ゼロを目指して」

2000世帯に上る医療保険証
の取り上げを止めよ！

区政のここが聞きたい

一般質問と答弁 要旨
●詳細は、目黒区議会会議録または区議会ホームページの会議録検索をご覧ください。

＜今後の行財政運営＞
（１）平成25年度までに、活用可能な基
金が底をつく状況の下で、予算編成に当
たりどのような姿勢で臨むのか。当初か
ら基金ありきの姿勢でよいのか。（２）
事務事業の見直しに際して、スクラップ
･アンド･ビルドを実施した事業の内容と
成果を伺う。（３）歳出の管理を通して、
適時適切に事業の見直し作業を実施する
システムを導入してはどうか。
区長　（１）緊急財政対策本部で事業の
廃止、縮小等を検討し、歳出経費の縮減
に取り組んだ。優先度による施策の選択
を徹底し、基金活用額を極力抑制した予
算編成を実現していく。（２）新たな包
括支援センターを設置し業務を委託する
など、行革計画による取り組みで約３億
２千万円の財源を確保し「暮らしサポー
ト21」などの緊急課題に対応した。（３）
行政評価の手法は検討課題。事業見直し
に関してより実効性のある方策を構築
し、効率的な区民サービスに努めていく。
＜地域の活性化事業＞
商店街の空き店舗を活用し、以下の３事
業を提案する。（１）高齢者や子育て世
代の生活を支援するお買い物お助けサー
ビスを導入せよ。（２）都市間交流や区
民への産直サービス充実の視点から、角
田市など友好都市の物産を定期的に販売
するアンテナショップを誘致せよ。（３）
ミニコンサートや紙芝居などが開催でき
る多目的会場として提供できないか。

目黒の財政再建は可能か！
商店街活性化で地域を明るく

自由民主党目黒区議団

伊藤　よしあき  議員

区長　（１）商店街の意向があれば、で
きる限り支援していく。（２）事業採算
性などの課題があり、研究していく。（３）
防音や避難通路の整備等課題が多い。商
店街の意向があれば、可能な限り支援し
ていく。
＜観光施策＞
「めぐろ遺産」登録制度を創設せよ。
区長　観光資源の移り変わりの激しい
目黒で、どのような登録制度がふさわし
いか研究課題とする。
＜学級編制の見直し＞
（１）文部科学省計画案の内容を実施し
た場合、各校の学級数の推計は。（２）
学級数の増によって教室の転用が必要な
場合等、ハード面の対応について聞く。
（３）学級編制権と一体となった教員人
事権の委譲について、国等の動きはどの
ようになっているか。
教育長　（１）平成27年度には、小学校
は15校で34学級の増、中学校は６校で７
学級の増と推計している。（２）資料室
等に利用している部屋から、順次元の教
室に戻すなどして普通教室の増加に対応
していく。（３）国は、人事行政におけ
る学級編制権を、平成23年度以降結論の
出たものから順次都道府県から中核市へ
移譲する方向である。東京都教育委員会
は、区市町村教育委員会と課題について
議論しており、平成23年３月を目途に改
善策を整理するとのことである。

＜配偶者間暴力防止＞
家庭内における犯罪の中には、被害者が
加害者に刑罰を科すことを望まず、刑事
手続に乗らない事例も多い。その結果、
刑罰による加害者更生がなされていない
という通常の犯罪と異なる事情がある。
目黒区も「配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する法律（平成19年
改正）」（以下同法という）に定められた
義務を負う。（１）国の基本的な方針に
則し、市区町村が配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護に関する基本計画の
策定に努める義務について、区はどう対
応しているか。（２）適切な施設で、同
法による配偶者暴力相談支援センターの
機能を確立するよう努めよ。
区長　（１）現在改定作業を進めている
「男女平等・共同参画推進計画」の中には、
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する基本的な計画」を包含して
おり、これを同法の基本計画と位置づけ
ている。（２）施設や職員配置など課題
が多いため、「男女平等・共同参画推進
計画改定素案」の中で、「配偶者暴力相

犯罪から区民を守れ
スポーツライフの根底・学校部活動

民主・区民会議

香野　あかね  議員

談支援センター機能の整備」を計画事業
として検討していくこととしている。
＜男女平等・共同参画センター＞
資料室に女性問題関連の優良な書物が多
数あり、より多くの区民の閲覧が望まし
い。これらの資料を図書館での蔵書にせ
よ。
区長　男女平等・共同参画を推進する
施設として、資料の収集・提供は不可欠
な機能であり、利用団体や男女平等・共
同参画審議会からも充実の要請があるた
め、図書館の蔵書とすることは現時点で
は困難である。
＜芸術文化・スポーツ行政の移行＞
区長部局への移行が予定されている。中
学校の部活動には、どのような影響があ
るのか。
教育長　各学校における外部顧問等の
活用への支援、夏季休業中の学校単位で
実施する部活動合宿への支援、目黒体育
協会等関係団体との協力・連携など、区
立中学校の魅力づくりの一環として引き
続き教育委員会が取り組むため、部活動
への影響はない。

＜区長の給料等を減額＞
目黒区政はじまって以来の財政危機状態
に陥ろうとしている今、（１）区長及び
副区長の給料の額ならびに期末手当の支
給率について、区長は特別職報酬等審議
会に諮問した。しかし、区長自らの減額
を前提とした諮問であり、同審議会の答
申にかかわらず、特別職の給料、期末手
当、退職金の大幅な減額案を速やかに提
案せよ。（２）議会費のうち、不要不急
の経費は予算化しないこと。既定経費の
議員報酬、海外等視察費、費用弁償等に
ついて区長として大胆に廃止、削減を提
案せよ。（３）行政委員会委員の給料･費
用弁償についても、減額を検討せよ。（４）
選挙管理委員は日当制とし、議員選出の
監査委員は１人減員の上、23区でも高
い給料を減額せよ。
区長　（１）区長が報酬等の条例を議会
へ提出するときは、特別職報酬等審議会
条例であらかじめ審議会の意見を聞くと
規定されている。また、退職手当は、根
拠法令に沿って適正と判断されて、現行
のとおり定められている。（２）二元代
表制の下、独立した議決機関が検討し要
求した予算であり、議会の意思を尊重し
ていく。（３）行政委員は、年間を通じ
て重要かつ多様な職務を遂行しているた
め、報酬等は適正な水準と考える。費用
弁償は23区の中で見直しの動きもある
が、現時点で廃止や減額するのは困難で

大胆な発想の転換で支出を見直し
財政危機を乗り越えよ

無所属･目黒独歩の会

増田　宜男  議員

ある。（４）選挙管理委員会委員の日当
制は、多くの区で月額支給であり、直ち
に見直すことは困難である。監査委員２
人選任は、職務等の重要性を踏まえ議会
の議決を経て条例制定したものであり、
報酬額は他区と比べて不適切な金額とは
いえない。
＜補助金交付団体等の見直し＞
（１）住区センター運営にあたり、全住
区合計で年間2,400万円余を支出してい
るが、会議室の利用率は低い。費用対効
果の面から、施設の転用を含め早急に見
直せ。（２）土地開発公社、老人クラブ、
目黒区美術館など、廃止、見直し、自主
財源化などを検討せよ。
区長　（１）住区センターの利用状況は
立地条件等で異なるが、転用等でなく今
後も地域団体の活動場所として活用して
いただく。（２）厳しい財政状況の中、
聖域をつくることなく事務事業を見直
し、財政状況の改善に努めていく。
＜違法な支出＞
小野瀬議員の平成19年4月の区議会議員
選挙の際の公費負担分の詐欺容疑につい
て、選挙管理委員会委員長の見解を問う。
選挙管理委員会委員長　区議会議員選
挙における公費負担について、候補者46
名から計147件の申請があった。条例に
基づき書面審査を行った結果、いずれも
違反する請求との判断はされず、支出事
務を行ったもので問題はない。

＜高齢者施策＞
（１）増加が予想される要介護認定者の
対策として、包括支援センターの拡充計
画について問う。（２）ケアマネジャー
の負担軽減のため、事業者間での申請書
類の書式を統一できないか。（３）現状
75％の方が在宅介護である。介護家族
の支援として、在宅介護者リフレッシュ
サービス事業を提供せよ。（４）高齢者
の一人暮らし登録の減少への対応とし
て、他の施策のサービスも共有できるな
ど登録者を増やす努力をせよ。（５）自
動車運転免許を自主返還した高齢ドライ
バーに、無料で写真付住基カードを交付
してはどうか。（６）高齢者人口が増え
ているのに、老人クラブへの参加者が漸
減している。入会周知の方策は。
区長　（１）次期保健医療福祉計画等で
改定を諮問している、地域福祉審議会の
意見を踏まえ検討していく。（２）民間
の書式なので、行政として指導し書式等
を統一することは難しいが、負担軽減は
協力していく。（３）国の動向を見ながら、
負担軽減施策を充実していく。（４）さ
まざまな団体の事業で登録者への情報提
供を促進するなどの連携は可能で、今後

高齢化社会における現状の
把握をせよ。

公明党目黒区議団

武藤　まさひろ  議員

検討していく。（５）国の対応策等を見
極めながら、自主返納への支援策として
何がふさわしいか検討していく。（６）
創意工夫を凝らし、老人クラブへの入会
周知を支援していく。
＜環境対策＞
（１）ＣＯ2の排出量は、平成17年度に電
気が64.4％を占め、平成21年度には
66％と増加した。電気使用量削減の取
り組みを問う。（２）めぐろエコ・プラ
ンで、区の事務事業に伴い排出される各
施設の電気・都市ガスなどの数値目標が
必要ではないか。（３）区内では２校に
生ゴミ処理機を設置しているが、設置の
拡充を検討せよ。
区長　（１）職員による省エネ活動の推
進、省エネ機器の導入などを進め、CO2
削減に一層取り組んでいく。（２）省エ
ネ法に対応するため、エネルギー使用量
をシステム的に把握し、前年度と比較す
るなど効率的にエネルギー使用の抑制に
努めていく。
教育長　（３）残菜を出さない学校給食
を実施することが基本的なことであるた
め、新たな設置は行ってきていない。

＜子育て世代への支援＞
生まれ育った環境により、格差があって
はならない。親の孤立を防ぎ、未来を担
う子どもたちの育ちのために、（１）受
診率が高い乳幼児健診の機会を捉え、総
合的な支援体制等をつくれ。（２）父親
学級は回数が少なく、参加も困難だ。父
親支援の取り組みを充実せよ。（３）乳
幼児を持つ親への支援策として、子育て
ひろばの事業を拡充せよ。（４）親子の
育ちに、親同士のネットワークは重要だ。
区民同士で支え合えるようなひろば事業
を推進し、公共施設も活用せよ。（５）
区長は、区立幼稚園を保育園へ転用する
考えだが、親のライフスタイルにより選
択できるようにすべきだ。区は、今後の
幼児教育のあり方を示せ。

ひろば事業を拡大し　親子が
共にのびのび育つ場をつくれ

工藤　はる代  議員

区長　（１）保健所･保健センターが地
域保健活動支援の入口として相談できる
場となるよう、乳幼児健康診査の充実に
努める。（２）父親への育児支援体制の
充実を図っていく。（３）子育て中の保
護者が孤立することのないよう、ふれあ
いひろばの周知・拡充と、子育てネット
ワークづくりを推進していく。（４）区
民の自主的なひろば活動は子育て支援に
有効だが、公共施設には設置目的がある
ため、優先利用等は難しい。
教育長　（５）平成22年に改定した基本
計画に基づき、幼稚園など就学前施設で
は、幼児の健やかな成長を促すなど「生
きる力」の基礎をはぐくむ教育内容を充
実させ、幼児教育振興に向けたネット
ワークの構築等に取り組んでいく。

＜新しい公共のあり方＞
（１）財政状況の厳しい今こそ区職員の
リーダーとして区長は、区民が満足でき
る住民サービスを実現しているか。（２）
机上の仕事だけでなく、区職員が積極的
に区民の生活の場へ出向き、「区民と共
に行政が地域を作り上げる」という意識
を持って、政策等を共に創りあげる感覚
が必要ではないか。（３）区民が自分た
ちのために始めたことが、実は他の人に
も役立つという「公」が、「官」と「民」
の間にある時代となった。それが「市民
力」であり、本当の新しい公共のあり方
ではないか。
区長　（１）一定の制約のある行財政資
源で、すべてのニーズに対応することは
困難である。しかし、地域の多様な活動
等と連携･協力して課題解決に取り組み、
さらに質の高いサービスを提供するよ
う、組織運営等を充実していく。（２）
職員が地域の実情を理解することは重要
であり、積極的に区民と共に考え行動で
きる、政策形成能力や改革意欲の高い職
員の育成に努力する。（３）公共サービ
スの担い手は行政のみでなく、地域社会
の多様な主体が対等な立場で協働するの
が「新しい公共」である。多様な主体と行
政の適切な役割分担により、課題解決に

「区民と行政の連携」
「児童虐待ゼロを目指して」

自由民主党目黒区議団

そうだ　次郎  議員

取り組む仕組みづくりを検討していく。
＜児童虐待ゼロを！＞
摘発された児童虐待事件は、2000年か
ら統計を取っている中で最多だ。児童虐
待ゼロを目指し、（１）東京都と区との
事務配分の中で、「児童相談所のあり方」
について、例外扱いしてでも一刻も早く
検討せよ。（２）東京都医師会は、歯科
医師向けに虐待防止マニュアルを作り、
早期発見に取り組んでいるが、学校や行
政の連携不足でマニュアルが活かされな
かった。教育現場、児童相談所、医療機
関などが情報を共有し、枠を超えて連携
し対応せよ。
区長　（１）「児童相談所のあり方」につ
いては、早急に実務的な検討の場を設け
る必要があり、都区間の調整を進めてい
る。（２）虐待防止啓発講演会やキャンペー
ンなど、今後も多面的な取り組みを通じ
て関係機関との連携強化に努めていく。
＜消防団等の練習場確保＞
区有施設を活用して、練習の場として利
用できるよう配慮せよ。
区長　消防団等の訓練に区が協力するこ
とは、地域の防災力向上に貢献する。区
施設を練習場所として活用する際には、
施設の設置目的、管理面などから検討し、
従来どおりできるかぎり協力していく。

＜国民健康保険の改善＞
（１）保険料滞納は、４世帯に１世帯を
超えた。高すぎる保険料の値上げを回避
せよ。来年の保険料算定変更について、
区長会の検討内容を公開せよ。（２）区は、
保険料の滞納対策として、2000世帯か
ら保険証を取り上げている。経済悪化の
中で苦しむ区民の命にかかわる問題であ
り、保険証を直ちに届けよ。（３）低所

2000世帯に上る医療保険証
の取り上げを止めよ！

日本共産党目黒区議団

星見　てい子  議員

得者の保険料と、窓口医療費の減額制度
を充実し、区民へ周知せよ。
区長　（１）国民健康保険料の賦課方式
移行の内容や、保険料負担増となる階層
への経過措置は、すでに所管委員会や国
民健康保険運営協議会に報告している。
平成23年度の保険基準料率等は、区長会
の審議を踏まえ、なるべく早期の報告に
努めていく。（２）全世帯に保険証を郵

送するのは困難な面もあるが、窓口留保
が長期間となるのは今後検討すべき課題
である。（３）保険料納入通知書発送時
に「国保のしおり」を同封するなど、減
額等の制度を周知している。今後とも分
かりやすい制度周知となるよう努める。
＜ゆきとどいた教育の充実＞
（１）国は、平成23年４月から35人学
級を進める。区内では不登校の児童が３
倍になり、学級崩壊も問題になっている。
小学校１、２年生、中学校１年生で30
人学級を推進せよ。（２）中学校の統廃
合を中止し、計画自身を見直すべきであ
る。
教育長　（１）文部科学省が示した教員
定数改善計画（案）の確定に伴い、段階
的に教員が配置されていくため、30人学
級の推進を目的に区の独自教員を配置す
る考えは無い。（２）人口構造の変化や
目黒中央中学校の統合評価を参考に、次
の統合に向けて全体方針を改定し、子ど
もたちにとって活力ある教育活動を展開
していくために、望ましい規模の区立中
学校を実現していく。

＜学童クラブの増設＞
中根小学校区での学童クラブ増設の事業
者募集は、2度とも不調に終わった。民
設民営では困難である。地域の特性や入
所の緊急性を考え、区で土地や建物の確
保を進めるなど柔軟に対応せよ。
区長　増設は民設民営方式を基本とす
るが、活用可能な区有地、施設があれば、
柔軟に対応していく。
＜地域活動登録団体制度改正を延期＞
来年１月からの登録基準変更について
は、説明会でさまざまな意見が出されて
いる。11月に８割以上の団体が更新す
るので、基準の変更時期を延ばしても、
全体への支障はほとんどない。来年１月
からの制度変更を延期し、住民・団体の
意見を反映せよ。
区長　説明会での意見も踏まえ、登録
要件に地域のコミュニティ形成に努める
活動を含むなど幅広く運用することとし
た。今回の時期を逸すると既登録団体へ
の周知が難しくなるため、予定通り制度
改正を実施する。
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